
有 無 従有従無

年 明 昭 平 年 月 日

住宅借入金等特別控除可能額　　　　国民年金保険料等の金額

（適用)

居住開始年月日：

　令　和　　　年　分　　給　与　所　得　の　源　泉　徴　収　票
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給与収入 雑損控除 均等割

（給与所得） 医療費控除 減免額

社会保険料控除 計
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所得割

地震保険料控除 減免額

生命保険料控除

配偶者特別控除

　（　備　考　）

寡・学控除

基　礎　控　除

本人障碍者控除

市 民 税 ・ 県 民 税 （ 所 得 ・ 課 税 ） 証 明 書

（ 生年月日 ）　　　　　　年　　　月　　日
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配偶者
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年少扶養親族

市民税・県民税　課税明細【１】 年 度 組合番号

・所得金額Ａの内訳（それぞれの所得区分に応じた所得金額を記載しています。） ・所得控除額Ｂの内訳 ・人的控除の内訳 ・課税標準額Ｃ

所　得　金　額 所　得　金　額 内 訳 （Ａ－Ｂ）
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山林・退職所得

本 人

障 碍

基 礎

障 碍 者

寡 婦 （ 夫 ）

勤 労 学 生

山 林 ・ 退 職 所 得

参

考

繰 越 損 失

純 ・ 雑 繰 越 損 失

所　得　区　分 所　得　区　分 所 得 控 除 区 分 所 得 控 除 額 区 分

区 通知書番号

総所得

短期譲渡所得

長期譲渡所得

株式/配当/先物所得

条約利子・配当所得

総所得金額① を確認します。

特別徴収税額の通知書
市民税・県民税を給与天引きで納税している人は、毎年６月頃に勤務先から配布されます。

納税通知書
市民税・県民税を納付書や口座引落で納税している人は、毎年６月頃に役所から郵送されます。

小計 を確認します。

雑（年金所得等）

総合譲 渡・ 一時

給 与 収 入

公 的 年 金 収 入

山 林 ・ 退 職 所 得

参

考

純 ・ 雑 繰 越 損 失

小 計

内

訳

税額決定
納　　　税

通知書

区 組合番号

(賦課の根拠などくわしくは１～３頁裏面をご覧ください。)　　　　（単位：円）

令和　年　月

令和　年　月

令和　年　月

この納税通知書で納める税額（普通徴収）　（⑧）

期 別

第 １ 期
第 ２ 期

第 ３ 期

第 ４ 期

⑥ の う ち 普 通 徴 収 税 額 に 充 当 す る 額 ⑦

こ の納 付書で納 める 税額 （ ④ －⑤ －⑦ ） ⑧

年　　　税　　　額　　　　　①
給 与 か ら の 特 別 徴 収 税 額 ②

公 的 年 金 か ら の 特 別 徴 収 税 額 ③
普 通 徴 収 税 額 （ ① － ② － ③ ） ④

納付済額ま たは 前の 通知書で 納め る 税 額⑤
所得割額より控除 でき なかった配当割額・株式等譲渡所得割額控 除額⑥

年

金

特

別

徴

収

税

額

令和　年　月

令和　年　月

令和　年　月

仮特別徴収税額(③)

令和　年　月

令和　年　月

令和　年　月

翌年度仮特別徴収税額特別徴収税額（③）

各 期 の 税 額 （ ④ － ⑤ ） 納 期 限

令 和 年 月 日
令 和 年 月 日

令 和 年 月 日

令 和 年 月 日

市民税・県民税

年度 通知書番号

差 引 納 付 額 （ ⑧ ）充 当 額 （ ⑦ ）普

通

徴

収

税

額

１枚目 ２枚目

所得証明書
上記書類が見当たらない人、扶養に入っていて収入がない人などは、役所窓口で発行できます。

総所得金額 を確認します。

給与所得控除後の金額 を確認します。

源泉徴収票は、申請時の提出書類と

しては使えません。

概算の所得の把握するためにご覧く

ださい。参 考

所得証明書は、発行する市町村によって名称が若干異なります。

〇所得証明書

〇課税証明書

〇所得・課税証明書

〇非課税証明書 など

その年の１月１日時点で住民票のあった市町村の窓口で、

「前年１月１日から１２月３１日までの

収入内訳・所得内訳が記載されたもの」を取得してください。

市町村によって

レイアウトが異

なります。

市町村によって

レイアウトが異

なります。

市町村によって

レイアウトが異

なります。

所 得 の 確 認 方 法

「支払金額」に金額の記載がある場合でも、
「給与所得控除後の金額」が空欄の場合は
  所得を確認できる書類になりません。

源泉徴収票


